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証券コード　2351

平成28年６月９日

株 主 各 位
埼 玉 県 川 口 市 栄 町 三 丁 目 ２ 番 1 6 号

株 式 会 社 Ａ Ｓ Ｊ

代表取締役会長兼社長 丸 山 治 昭

第33期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第33期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月23日（木曜日）午
後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年６月24日（金曜日）午後２時(受付開始:午後１時30分)

２．場 所 埼玉県川口市川口三丁目１番１号
　川口総合文化センター　リリア４階　音楽ホール

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第33期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第33期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」をご持参いただ
き、会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.asj.ad.jp/）
に掲載させていただきます。
　株主総会の決議結果につきましては、上記ウェブサイトにてご報告させていた
だきます。（今回より、決議ご通知の郵送に代えてウェブでの掲載とさせていた
だきます。）

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費回復が鈍化したものの、雇

用状況の改善が進みました。また、資源価格の下落や各国の金融政策の変

化等といった経済環境の影響はありましたが、全体として緩やかな回復基

調となりました。

このような状況の中、当社グループでは、中長期的な成長に向けて、各

種サービスの増強及び営業面の強化に注力し、各種クラウドサービスが堅

調に推移いたしました。

その結果、連結売上高が前期比26.8%増の1,535,629千円、営業利益は

35,472千円（前連結会計年度は23,570千円の営業損失）、経常利益は37,003

千円（前連結会計年度は17,921千円の経常損失）、親会社株主に帰属する

当期純利益は22,324千円（前連結会計年度は39,559千円の当期純損失）と

３期ぶりの黒字転換となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの主たる設備

投資は、ソフトウェアの開発、サーバ設備の増強等であり、総額119,448千

円であります。

③　資金調達の状況

　平成28年２月に、アイテックス株式会社（旧社名：株式会社ＮＴＴデー

タ・アイテックス）の株式取得資金として、金融機関より短期借入金８億

円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成28年２月29日に株式会社ＮＴＴデータ・アイテックスの株

式の85.7％を株式会社エヌ・ティ・ティ・データより取得し、株式会社Ｎ

ＴＴデータ・アイテックス及び同社の100％子会社である東北情報システム

株式会社を連結子会社といたしました。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　　目
第 30 期

(平成25年３月期)
第 31 期

(平成26年３月期)
第 32 期

(平成27年３月期)

第 33 期
(当連結会計年度)
(平成28年３月期)

売 上 高(千円) 1,332,719 1,365,687 1,211,033 1,535,629

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(千円) 48,589 8,220 △17,921 37,003

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△）

(千円) 23,966 △95,236 △39,559 22,324

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 3.72 △14.94 △6.23 3.51

総 資 産(千円) 2,909,926 2,820,916 2,790,401 4,002,637

純 資 産(千円) 2,236,600 2,104,117 2,055,613 2,026,017

１株当たり純資産 (円) 346.91 331.24 323.61 316.80

（注）１.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等の適用に

より、当連結会計年度より「当期純利益又は当期純損失」の科目表示を「親会社株主に

帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失」に変更しております。

２.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数から期中平

均自己株式数を控除した株式数により算出しております。

３.１株当たり純資産額は、期末発行済株式数から期末自己株式数を控除した株式数により

算出しております。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ASUSA Corporation ＵＳ＄100千 100％ インターネット研究・開発

㈱イー・フュージョン 100,000千円 100％
iPhoneアプリの企画開発及
び、Webコンテンツの企画制
作コンサルティング

㈱ Ａ Ｓ Ｊ コ マ ー ス 72,000千円 100％ インターネット通信販売

ア イ テ ッ ク ス ㈱ 452,598千円 97.2％
人事給与、就業・勤怠・労務
管理システムの開発、販売、
運用支援、保守サービス

東北情報システム㈱ 30,000千円 間接保有分 (100％)
情報処理ソフトウェアの開
発・販売及び保守サービス

（注）１.上記子会社は、全て連結子会社であります。

２.アイテックス㈱は、平成28年2月29日に当社の子会社となりました。

３.東北情報システム㈱は、アイテックス㈱の100％出資子会社であります。

(4) 対処すべき課題

当社グループにおける対処すべき課題は下記のとおりと考えております。

①グループ経営の強化

当社グループは、環境変化の著しいインターネット市場において、スピ

ード感を持った経営を行うよう努めております。グループ総合力を強化す

ることで、シナジー効果を創出し、当社の業容拡大を目指します。

②キャッシュ・フロー経営の強化

当社グループでは、キャッシュ・フローの創出に尽力し、創出されたキ

ャッシュ・フローを活用して、成長が期待できる事業及び新規事業等に積

極的に投資を行っていくことで、当社グループの成長及び収益力の強化を

目指します。

③積極的なＭ＆Ａの検討

当社では、グループの成長に必要と考えられる企業への投資を積極的に

行っております。今後につきましても、事業に密接した投資活動を行うこ

とで、企業規模の拡大を目指します。

これらの諸施策を推進し、企業価値の更なる拡大に努めてまいる所存であ

りますので、株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご

支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 4 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社５社で構成されております。また各

社の主な事業内容はネットサービス事業であり、単一のセグメントでありま

す。

(6) 主要な事業所（平成28年３月31日現在）

①当社

本 社 埼玉県川口市栄町三丁目２番16号

技 術 本 部 埼玉県川口市飯塚一丁目18番８号

②子会社

ASUSA　Corporation 本　　社 アメリカ合衆国

㈱イー・フュージョン 本　　社 埼玉県川口市

㈱ＡＳＪコマース 本　　社 埼玉県川口市

アイテックス㈱ 本　　社 東京都中央区

大阪事業所 大阪府大阪市

仙台事業所 宮城県仙台市

東北情報システム㈱ 本　　社 宮城県仙台市

(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

企業集団の使用人の状況

　使用人数　172名（前期末比　111名増）

（注）１.使用人数は就業員数であります。

２.使用人数が前期末と比較して増加しているのは、アイテックス㈱を子会社化し
たためであります。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 600百万円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 500百万円

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 50百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 5 －

主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 26,400,000株

②　発行済株式の総数 7,253,500株

③　株主数 2,568名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

丸山　治昭 3,165,600 49.83

株式会社三井住友銀行 136,300 2.15

ＡＳＪ従業員持株会 120,000 1.89

田村　公一 115,000 1.81

株式会社埼玉りそな銀行 113,600 1.79

青木　邦哲 100,900 1.59

堀　　正明 91,500 1.44

黒岩　潤司 89,800 1.41

丸山　徳廣 85,000 1.34

田代　博之 82,000 1.29

(注) １．当社は、自己株式を901,300株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

－ 6 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 丸 山 治 昭 最高経営責任者

専 務 取 締 役 青 木 邦 哲 最高執行責任者

専 務 取 締 役 沼 口 芳 朗 最高技術責任者

取 締 役 田 代 博 之 事業本部担当役員

取 締 役 星 　 俊 秀 開発部担当役員

取 締 役 仁 井 健 友 ＩＲ部担当役員

取締役（監査等委員・常勤） 田 村 公 一

取締役（監査等委員） 安 永 　 嵩 安永嵩税理士事務所所長

取締役（監査等委員） 藤 原 　 哲 藤原公認会計士事務所所長

(注) １．取締役のうち、安永嵩氏及び藤原哲氏は、社外取締役であります。

２．当該事業年度に係る役員の重要な兼職の状況は､ 上記のほか､ 以下のとおりでありま

す。

・代表取締役会長兼社長丸山治昭氏は、当社子会社であるアイテックス株式会社の代表取

締役会長を兼務しております。

・専務取締役青木邦哲氏は、当社子会社であるアイテックス株式会社の取締役副社長を兼

務しております。

・専務取締役沼口芳朗氏は、当社子会社である株式会社イー・フュージョン、株式会社Ａ

ＳＪコマースの取締役及びアイテックス株式会社の取締役副社長を兼務しております。

・取締役（監査等委員）田村公一氏は、当社子会社である株式会社イー・フュージョン、

株式会社ＡＳＪコマース及びアイテックス株式会社の監査役を兼務しております。

３．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委

員を置いております。

４．取締役（監査等委員）安永嵩氏及び取締役（監査等委員）藤原哲氏は、以下のとおり、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

・安永嵩氏は、税理士の資格を有しており、税務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

・藤原哲氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。

５．当社は、安永嵩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

６．当社は、法令に定める員数を欠くこととなる場合に備え補欠の取締役（監査等委員）と

して石井次男氏が選任されております。

－ 7 －

会社役員の状況
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②　取締役及び監査役の報酬等

・当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 6名 79,995千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

3名
（2名）

8,235千円
（2,250千円）

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4名
（3名）

2,895千円
（900千円）

合 計
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

9名
（2名）
（3名）

91,125千円
（2,250千円）
（900千円）

 （注）１．取締役の報酬限度額は、平成27年６月23日開催の第32期定時株主総会において取締役

（監査等委員を除く。）について年額２億円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い。）、取締役（監査等委員）について年額５千万円以内と決議いただいておりま

す。

２．平成27年６月23日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行したこと

に伴い、同日付で監査役を退任し取締役（監査等委員）に就任した３名の支給額と人

数につきましては、監査役在任期間分は監査役に、取締役（監査等委員）在任期間分

は取締役（監査等委員）に含めて記載しております。

③　社外役員等に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

・取締役（監査等委員）安永嵩氏は、安永嵩税理士事務所所長を兼務し

ております。なお、当社と安永嵩税理士事務所との間には特別な関係

はありません。

・取締役（監査等委員）藤原哲氏は、藤原公認会計士事務所所長を兼務

しております。なお、当社と藤原公認会計士事務所との間には特別な

関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

該当事項はありません。

－ 8 －

会社役員の状況
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ハ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員)

安 永 　 嵩

取締役会　　　10回全て

監査役会　　　 3回全て

監査等委員会　10回全て

主に税理士としての専門的

見地から、必要に応じて適

宜発言を行っております。

取 締 役
(監査等委員)

藤 原 　 哲

取締役会　　　10回中9回

監査役会　　　　3回全て

監査等委員会　10回中9回

主に公認会計士としての専

門的見地から、必要に応じ

て適宜発言を行っておりま

す。

（注）当社は、平成27年６月23日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたし

ました。安永嵩氏および藤原哲氏は、同日付で監査役を退任し、取締役（監査等委員）に

就任しております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円または法令の定

める額のいずれか高い額としております。

－ 9 －

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 12,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

12,270千円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、

上記当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額には、これらの合計額で記載して

おります。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務である合意された手続業務を委託し対価を支払っております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会

計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は500万円または会社法第425条

第１項に定める額のいずれか高い額としております。

－ 10 －

会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。

①　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

取締役会は、「ＡＳＪ行動基準」を制定し、取締役及び使用人に周知徹
底することにより、高い倫理観に基づいて行動する企業風土を醸成してい
くことを目指す。
内部監査に関する業務については、社長が任命した部署を内部監査担当

部署とし、業務が法令・定款及び社内規程に準拠して行われているかを検
証する。
また、当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、一般に公正

妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、適切に報
告する体制を整備し、運用するものとする。
なお、当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える

反社会的勢力及び団体とは一切の関係も持たず、毅然とした姿勢で対応す
る。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制並び

に子会社の取締役等の執行に関する事項の当社への報告に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、情報の内容
に応じて保存及び管理の責任部署を「文書取扱規程」において定める。

責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を、定款・法令及び社内規
程に基づき、定められた期間において厳正に管理・保管する。
また、子会社についても「関係会社管理規程」により、当社の取締役会

の承認を得るべきもの、当社の管理部署に報告すべき事項を定める。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営上のリスクの分析及び対策の検討については、取締役会が行い、各
部署においては、社内規程を整備し、取締役の管理のもと各部署の長が運
用・管理を行うことにより、リスク低減に努めるものとする。
万が一、不測の事態が発生した場合には、社長以下で構成する対策本部

を設置して迅速な対応を行い、被害の拡大を防止し最小限に留めるよう努
める。

－ 11 －

業務の適正を確保するための体制
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④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基
礎として定時取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、迅速に意思決定を
行う。

取締役会の決定に基づく職務執行については、組織規程、職務権限基準
表その他の社内規程において、それぞれ責任者及びその職務内容、執行手
続きの詳細について定める。

業績管理に関しては、取締役会において、年度毎に予算・事業計画を策
定し、月次で予実管理を行う。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社は、「関係会社管理規程」を定め、これを基礎として、子会社各社
で諸規程を定めるとともに、子会社取締役、監査役及び使用人と意思疎通
を図ることで、企業集団における情報の共有と職務執行の適正を確保する。

⑥　監査等委員の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた
場合、必要に応じて人員を配置する。
また、監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命

令に関して、取締役等の指揮命令を受けない。

⑦　取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が監査等委

員に報告するための体制

監査等委員は、当社及び子会社の重要な決裁資料及び関係資料を閲覧で
きるものとする。
重大な定款違反、法令違反及び不正な行為並びに当社グループに著しい

損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、当社の取締役は監査等委
員に、子会社の取締役は監査役に速やかに報告する。また、子会社の監査
役は、監査等委員に対して子会社のコンプライアンスの状況等を定期的に
報告する。
内部通報窓口担当者は、当社及び子会社の使用人からの内部通報につい

て内容が法定・定款違反等の恐れのあるときは、監査等委員会へ報告する。

⑧　前記⑦の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を受けないことを確保するための体制

当社及び子会社は、内部通報窓口担当者に報告を行った使用人に対し、
当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、そ
の旨を周知徹底する。

－ 12 －
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⑨　監査等委員の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方

針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生じる費用等の請求をしたときは、
監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに
処理をする。

⑩　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は、内部監査室との連携を基に、適切な意思疎通及び効果的
な監査を遂行する。また、必要に応じて、会計監査人に報告を求めるもの
とする。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社及び子会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務執行については、取締役が法令、定款及び社内規程に則っ
て自ら率先して行動するように徹底しております。取締役会については
原則、毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。
法令や定款に定める事項、業務執行に関する決議を行っております。

②　監査等委員会において定めた監査方針、監査計画等に基づき監査を実施
するとともに、代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で必要
に応じて情報交換を行うことで、運用状況を確認しております。

③　経営上のリスクの分析及び対策の検討については取締役会が行い、各部
署においては、社内規程を整備し、各所属長が運用・管理を行うことに
よりリスク低減に努めております。

④　財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部統制評価計画に基づき、
内部統制評価を実施いたしました。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社では、株主様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識してお
り、株主資本の充実と長期的な安定収益力の維持に努めていくとともに、継
続的に配当を実施していく方針であります。

また、当社は定款の定めに従い、剰余金の配当について、法令に別段の定
めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定め
ることとしております。当期の剰余金の配当につきましては、平成28年５月
９日開催の取締役会決議により、１株当たり普通配当２円とさせていただき
ます。

－ 13 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

1,792,681

1,167,123

218,804

109,698

30,644

12,759

2,292

2,512

221,880

26,991

△25

2,209,956

1,361,311

539,407

12,866

15,317

793,720

779,548

385,963

256,953

136,631

69,096

流 動 負 債 1,809,692

支払手形及び買掛金 70,715

短 期 借 入 金 1,150,000

未 払 金 203,461

未 払 法 人 税 等 23,034

前 受 金 238,312

賞 与 引 当 金 31,230

そ の 他 92,937

固 定 負 債 166,928

退職給付に係る負債 132,803

役員退職慰労引当金 29,140

そ の 他 4,983

負 債 合 計 1,976,620

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,012,211

資 本 金 919,250

資 本 剰 余 金 821,371

利 益 剰 余 金 674,855

自 己 株 式 △403,265

その他の包括利益累計額 180

その他有価証券評価差額金 △15

為替換算調整勘定 195

非 支 配 株 主 持 分 13,624

純 資 産 合 計 2,026,017

資 産 合 計 4,002,637 負 債 純 資 産 合 計 4,002,637

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

－ 14 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,535,629

売 上 原 価 847,203

売 上 総 利 益 688,426

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 652,954

営 業 利 益 35,472

営 業 外 収 益

受 取 利 息 992

受 取 配 当 金 3,503

そ の 他 1,353 5,849

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,669

為 替 差 損 1,186

そ の 他 462 4,318

経 常 利 益 37,003

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4,109 4,109

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 41,113

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,963

法 人 税 等 調 整 額 △283 17,680

当 期 純 利 益 23,433

非支配株主に帰属する当期純利益 1,108

親会社株主に帰属する当期純利益 22,324

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

－ 15 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成27年４月１日残高 919,250 872,031 665,235 △403,265 2,053,252

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,704 △12,704

親会社株主に帰属する当期純利益 22,324 22,324

連結子会社の増加による非

支 配 株 主 持 分 の 増 減

非支配株主との取引に係る

親 会 社 の 持 分 変 動
△50,660 △50,660

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △50,660 9,620 － △41,040

平成28年３月31日残高 919,250 821,371 674,855 △403,265 2,012,211

その他の包括利益累計額
非支配株
主 持 分

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

平成27年４月１日残高 93 2,267 2,361 － 2,055,613

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,704

親会社株主に帰属する当期純利益 22,324

連結子会社の増加による非

支 配 株 主 持 分 の 増 減
63,079 63,079

非支配株主との取引に係る

親 会 社 の 持 分 変 動
△50,660

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
△108 △2,071 △2,180 △49,455 △51,635

連結会計年度中の変動額合計 △108 △2,071 △2,180 13,624 △29,596

平成28年３月31日残高 △15 195 180 13,624 2,026,017

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　　　　　　５社

・連結子会社の名称　　　　　ASUSA Corporation

株式会社イー・フュージョン

株式会社ＡＳＪコマース

アイテックス株式会社

東北情報システム株式会社

・連結の範囲の変更

当連結会計年度より新規株式の取得により、アイテックス株式会社及び同社の100％子会

社である東北情報システム株式会社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　満期保有目的の債券　　　　原価法を採用しております。

　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

・仕掛品　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　5～50年

車両運搬具　　　　6年

工具器具備品　4～20年
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ロ．無形固定資産

・市場販売目的のソフトウェア　　見込販売有効期間（３年）に基づく定額法を採用し

ております。

・自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

・その他の無形固定資産　　　　　定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率により、回収不能見込額を計上しております。

・賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込み額のうち、

当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

・役員退職慰労引当金　　　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

・その他の場合

工事完成基準

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

・消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。

(5) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　10年間の定額法により償却を行っております。
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(6) 会計方針の変更に関する注記

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９

月13日。以下「連結会計基準」という）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という）等を当連結会計年度から

適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度

の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更

及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項(4)、連結会計基準第

44-5項(4)及び事業分離等会計基準第57-4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 

422千円増加、当連結会計年度末の資本剰余金が 50,660千円減少、当連結会計年度の１株当

たり純資産額が 7円91銭減少、１株当たり当期純利益金額が 7銭増加しております。

(7) 表示方法の変更

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「投資その他の資産」の「投資有価

証券」「繰延税金資産」「その他」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度

より、「投資その他の資産」に一括掲記しております。

前連結会計年度まで「流動負債」の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「前受金」は115,447千円であります。

２．連結貸借対照表に関する注記

　　有形固定資産の減価償却累計額 496,151千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普 通 株 式 7,253,500株 －株 －株 7,253,500株

(2) 自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普 通 株 式 901,300株 －株 －株 901,300株

－ 19 －

連結注記表



2016/05/27 15:48:05 / 15172981_株式会社ＡＳＪ_招集通知

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成27年６月23日開催の第32期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 12,704千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 2円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

平成28年５月９日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。

・配当金の総額 12,704千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 2円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月10日

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループにおける資金運用は、安全性の高いものに限定して運用しており、資金調

達に関しては事業計画と照らして、必要な資金を銀行借入のみにより調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

有価証券及び投資有価証券は、譲渡性預金、満期保有目的の債券、上場株式及び業務上

の関係を有する企業の株式であり、満期保有目的の債券及び上場株式については、市場価

格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、40日以内の支払期日であります。

短期借入金のうち、変動金利の借入は、利息の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に関するリスク管理体制

イ．信用リスク

営業債権に係る信用リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い管理を行

っております。

ロ．変動リスク

金利の変動に係る変動リスクに関しては、当社グループの資金管理事務処理規程に基

づき管理しております。

ハ．流動性リスク

当社の手許現金と比較して、実質無借金経営を続けており、重要な流動性リスクは無

いものと考えております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません。（（注２）参照）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（千円） （千円） （千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 1,167,123 1,167,123 ―

(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 218,804 218,804 ―

(3) 未 収 入 金 221,880 221,880 ―

(4) 有価証券及び投資有価証券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 109,698 110,098 400

そ の 他 有 価 証 券 545 545 ―

(5) 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (70,715) (70,715) ―

(6) 未 払 金 (203,461) (203,461) ―

(7) 短 期 借 入 金 (1,150,000) (1,150,000) ―

※負債に計上されているものについては、( )で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(4)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、譲渡性預金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから当該帳簿価額により、株式等は取引所の価格によっており、債券等は取引

金融機関等から提示された価格によっております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)未払金、並びに(7)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 32,400

非上場株式は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」には含めておりません。

５．資産除去債務に関する注記

当社グループは、事務所等の不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復に係る債

務を資産除去債務として認識しておりますが、当該債務の総額に対する重要性が乏しいため、

記載を省略しております。

なお、賃貸契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計

上に代えて、当該不動産賃貸契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる

金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によってお

ります。
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６．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 316円80銭

(2) １株当たりの当期純利益 3円51銭

８．企業結合等に関する注記

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

当社は、平成28年２月29日付で、株式会社ＮＴＴデータ・アイテックスの株式（発行済株

式の85.7％）を取得いたしました。これに伴い株式会社ＮＴＴデータ・アイテックスの子

会社である東北情報システム株式会社も当社の子会社となります。

①被取得企業の名称及びその事業内容

イ．被取得企業の名称：株式会社ＮＴＴデータ・アイテックス

事業の内容：人事給与、就業・勤怠・労務管理システムの開発、販売、運用支援、

保守サービス

ロ．被取得企業の名称：東北情報システム株式会社

事業の内容：情報処理ソフトウェアの開発・販売及び保守サービス

②企業結合を行った理由

システムインテグレーション事業の拡大及び同社の人事管理システムをベースとした

クラウドサービスの提供を行うことによる業容の拡大を図るため。

③企業結合日

平成28年２月29日（株式取得日）

平成28年３月15日（追加取得日）

平成28年３月25日（追加取得日）

平成28年２月29日（みなし取得日）

④結合後企業の名称

アイテックス株式会社

東北情報システム株式会社

⑤取得した議決権比率

企業結合日に取得した議決権比率　85.7％

追加取得した議決権比率　　　　　11.5％

(2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成28年３月１日から平成28年３月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価

企業結合日に取得した取得原価　754百万円

追加取得した取得原価　　　　　101百万円
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(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額　375百万円

なお、上記の金額は取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額で

す。

②発生原因

主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　678百万円

固定資産　　219百万円

資産合計　　897百万円

流動負債　　292百万円

固定負債　　164百万円

負債合計　　456百万円

(6) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

(7) 取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに

時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な

合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。

９．重要な後発事象に関する注記

第三者割当による第１回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行及びファシリティ契約の

締結について

平成28年５月20日開催の取締役会議に基づき、第三者割当による新株予約権（行使価額修

正条項付）を発行し、ファシリティ契約の締結について決議いたしました。

(1)新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式1,500,000株とする。

(2)発行新株予約権数：15,000個

(3)発行価額：新株予約権１個当たり348円

(4)発行価額の総額：5,220千円

(5)当該発行による潜在株式数：1,500,000株

上限行使価額はありません。下限行使価額は238円ですが、下限行使価額においても、潜在

株式数は1,500,000株です。

(6)資金調達の額：778,220千円（差引手取概算額）

資金調達の額は、本新株予約権の払込金額の総額及び新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額の合計額を合算した金額から、本新株予約権に係る発行諸費用の概算額を差し

引いた金額です。
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(7) 行使価額及び行使価額の修正条件

行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の前取引日の株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終日の売買高加重平均価格の90%に相当する金額に修

正されますが、その価額が下限行使価額を下回る場合には、下限行使価額を修正後の行使価

額とします。

(8)募集及び割当方法：第三者割当の方法による

(9)申込期間：平成28年6月6日

(10)割当日及び払込期日：平成28年6月7日

(11)行使期間：平成28年6月8日から平成30年9月30日

(12)割当先：ＳＭＢＣ日興証券株式会社

(13)資金の使途

アイテックス株式会社（旧：株式会社ＮＴＴデータ・アイテックス）買収時に借入れた株

式取得借入金の返済

(14)その他

ファシリティ契約とは、当社とＳＭＢＣ日興証券株式会社との間において、本新株予約権

の行使プロセス等について取り決めるものであり、ファシリティ特約期間中（平成28年6月8

日から平成30年6月30日まで）は原則として、当社が行使要請を行った場合に限り本新株予

約権の行使を可能とすること、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は当社の要請に従い、本新株予約

権を行使するよう最大限努力すること等を規定するものです。
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

788,579

463,870

21,666

100,000

2,075

6,147

193,007

1,812

2,732,664

1,355,923

534,117

2,516

12,840

12,728

793,720

207,627

126,205

81,421

1,169,113

32,945

1,128,652

5,568

1,948

流 動 負 債 1,534,686

買 掛 金 11,541

短 期 借 入 金 1,190,000

未 払 金 188,670

未 払 費 用 9,111

未 払 法 人 税 等 6,590

前 受 金 108,220

預 り 金 9,191

そ の 他 11,359

固 定 負 債 4,844

そ の 他 4,844

負 債 合 計 1,539,530

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,981,728

資 本 金 919,250

資 本 剰 余 金 792,525

資 本 準 備 金 229,812

その他資本剰余金 562,712

利 益 剰 余 金 673,218

その他利益剰余金 673,218

繰越利益剰余金 673,218

自 己 株 式 △403,265

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △15

その他有価証券評価差額金 △15

純 資 産 合 計 1,981,713

資 産 合 計 3,521,244 負 債 純 資 産 合 計 3,521,244

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

－ 25 －

貸借対照表



2016/05/27 15:48:05 / 15172981_株式会社ＡＳＪ_招集通知

損　益　計　算　書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 703,400

売 上 原 価 289,116

売 上 総 利 益 414,283

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 450,712

営 業 損 失 36,428

営 業 外 収 益

有 価 証 券 利 息 924

受 取 配 当 金 3,503

そ の 他 1,525 5,953

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,251

そ の 他 424 3,675

経 常 損 失 34,151

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4,109 4,109

税 引 前 当 期 純 損 失 30,041

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,277

当 期 純 損 失 33,319

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

平成2 7年４月１日残高 919,250 229,812 562,712 792,525 719,242 719,242

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,704 △12,704

当 期 純 損 失 △33,319 △33,319

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － △46,023 △46,023

平成2 8年３月3 1日残高 919,250 229,812 562,712 792,525 673,218 673,218

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式

株 主 資 本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額 等 合 計

平成2 7年４月１日残高 △403,265 2,027,752 93 93 2,027,846

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,704 △12,704

当 期 純 損 失 △33,319 △33,319

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)
△108 △108 △108

事業年度中の変動額合計 － △46,023 △108 △108 △46,132

平成2 8年３月3 1日残高 △403,265 1,981,728 △15 △15 1,981,713

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

1）有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　満期保有目的の債券　　　　原価法を採用しております。

③　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

(2) 固定資産の減価償却の方法

1）有形固定資産　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　5～50年

　車両運搬具　　　　　6年

　工具器具備品　　4～20年

2）無形固定資産

・自社利用のソフトウェア　　　社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を

採用しております。

・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は､ 決算日の直物為替相場により円貨に換算し､ 換算差額は損益

として処理しております。

(4) 引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してお

ります。なお、当事業年度においては該当がないため計

上しておりません。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 438,916千円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権債務

関係会社に対する短期金銭債権 1,087千円

関係会社に対する短期金銭債務 42,105千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 32,928千円

売上高 6,394千円

販売費及び一般管理費 26,533千円

営業取引以外の取引高 1,259千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 901,300株 －株 －株 901,300株

５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び、繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税 1,016千円

未払事業所税 334千円

繰延税金資産（流動）小計 1,351千円

評価性引当額 △1,351千円

繰延税金資産（流動）計 －千円

繰延税金資産（固定）

税務上の繰越欠損金 41,335千円

その他有価証券評価差額金 4千円

減損損失 11,646千円

繰延税金資産（固定）小計 52,986千円

評価性引当額 △52,986千円

繰延税金資産（固定）計 －千円

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.0％から平成28

年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる

一時差異等については30.7％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれ

る一時差異等については30.5％となります。

なお、この税率変更による財務諸表に与える影響はありません。
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社

種 類
会社等の

名 称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
(千円)

子会社
㈱ＡＳＪ
コマース

直接 100.0 資金の借入

資金借入 40,000
前払費用 539

借入返済 40,000

利息支払
(注)

590 短期借入金 40,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）借入利息は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 311円97銭

(2) １株当たりの当期純損失 5円25銭

８．重要な後発事象に関する注記

第三者割当による第１回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行及びファシリティ契約の

締結について

平成28年５月20日開催の取締役会議に基づき、第三者割当による新株予約権（行使価額修

正条項付）を発行し、ファシリティ契約の締結について決議いたしました。

(1)新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式1,500,000株とする。

(2)発行新株予約権数：15,000個

(3)発行価額：新株予約権１個当たり348円

(4)発行価額の総額：5,220千円

(5)当該発行による潜在株式数：1,500,000株

上限行使価額はありません。下限行使価額は238円ですが、下限行使価額においても、潜在

株式数は1,500,000株です。

(6)資金調達の額：778,220千円（差引手取概算額）

資金調達の額は、本新株予約権の払込金額の総額及び新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額の合計額を合算した金額から、本新株予約権に係る発行諸費用の概算額を差し

引いた金額です。

(7) 行使価額及び行使価額の修正条件

行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の前取引日の株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終日の売買高加重平均価格の90%に相当する金額に修

正されますが、その価額が下限行使価額を下回る場合には、下限行使価額を修正後の行使価

額とします。

(8)募集及び割当方法：第三者割当の方法による
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(9)申込期間：平成28年6月6日

(10)割当日及び払込期日：平成28年6月7日

(11)行使期間：平成28年6月8日から平成30年9月30日

(12)割当先：ＳＭＢＣ日興証券株式会社

(13)資金の使途

アイテックス株式会社（旧：株式会社ＮＴＴデータ・アイテックス）買収時に借入れた株

式取得借入金の返済。

(14)その他

ファシリティ契約とは、当社とＳＭＢＣ日興証券株式会社との間において、本新株予約権

の行使プロセス等について取り決めるものであり、ファシリティ特約期間中（平成28年6月8

日から平成30年6月30日まで）は原則として、当社が行使要請を行った場合に限り本新株予

約権の行使を可能とすること、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は当社の要請に従い、本新株予約

権を行使するよう最大限努力すること等を規定するものです。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月25日

株式会社ＡＳＪ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 　 宗 夫 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 和 　 哲 夫 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＡＳＪの平
成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＳＪ及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月25日

株式会社ＡＳＪ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 　 宗 夫 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 和 　 哲 夫 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＡＳ
Ｊの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第33期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第33期

事業年度の取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結

果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に

関する取締役会議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す

るとともに、下記の方法で監査を実施しました。

(1)監査等委員会が定めた監査方針、監査計画、職務の分担等に従い、会社

の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

(2)会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成28年５月27日

株式会社ＡＳＪ　監査等委員会

常勤監査等委員 田 村 公 一 

監 査 等 委 員 安 永 　 嵩 

監 査 等 委 員 藤 原 　 哲 

（注）１．監査等委員安永嵩及び藤原哲は、会社法第２条第15号及び第331条

第６項に定める社外取締役であります。

２．当社は平成27年６月23日開催第32期定時株主総会の決議により、

平成27年６月23日をもって、監査役会設置会社から監査等委員会

設置会社に移行しました。平成27年４月１日から平成27年６月22

日までの状況につきましては、旧監査役会から引き継いだ内容に

基づいております。

以　上
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株主総会参考書類

議　案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名全

員は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 数

１
まる

丸
やま

山
 

　
はる

治
あき

昭
(昭和28年１月16日)

昭和59年２月　当社設立　代表取締役社長就任

平成17年１月　代表取締役会長兼社長

最高経営責任者就任（現任）

（重要な兼職の状況）

アイテックス株式会社　代表取締役会長

3,165,600株

２
あお

青
き

木
 

　
くに

邦
のり

哲
(昭和42年５月14日)

平成11年４月　当社入社

平成11年12月　取締役就任

平成17年４月　常務取締役最高財務責任者就任

平成20年４月　専務取締役最高財務責任者就任

平成25年７月　専務取締役最高執行責任者就任

（現任）

（重要な兼職の状況）

アイテックス株式会社　取締役副社長

100,900株

３
ぬま

沼
ぐち

口
 

　
よし

芳
ろう

朗
(昭和38年５月10日)

平成12年９月　当社入社

平成13年４月　執行役員就任

平成14年６月　取締役就任

平成17年４月　常務取締役最高技術責任者就任

平成20年４月　専務取締役最高技術責任者就任

（現任）

（重要な兼職の状況）

アイテックス株式会社　取締役副社長

株式会社イー・フュージョン　取締役

株式会社ＡＳＪコマース　取締役

10,600株

－ 38 －
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 数

４
た

田
しろ

代
 

　
ひろ

博
ゆき

之
(昭和48年７月25日)

平成11年５月　当社入社

平成20年６月　取締役就任（現任）

（担当）事業本部担当役員

82,000株

５
ほし

星
 

　
 

　
とし

俊
ひで

秀
(昭和50年１月19日)

平成10年３月　当社入社

平成19年４月　開発部長就任

平成20年４月　ＡＰ開発部長就任

平成20年６月　取締役就任（現任）

（担当）開発部担当役員

21,200株

６
に

仁
い

井
 

　
たけ

健
とも

友
(昭和50年６月26日)

平成12年８月　当社入社

平成20年６月　取締役就任（現任）

（担当）ＩＲ部担当役員

5,000株

（注）各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

至大宮

JR京浜東北線

川口駅

至東京

西口 東口

産
業
道
路

川口
キャスティ

そごう

キュポラ

改札階デッキから
直接ご来場できます。

川口リリア

川口総合文化センター　リリア４階　音楽ホール

埼玉県川口市川口三丁目１番１号

048-258-2000

ＪＲ川口駅西口より徒歩１分

※川口駅西口通路よりご来場いただけます。

※駐車券の配付はございません。お車でのご来場はご遠慮ください。

地図




